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2020 年 12 月定例県議会 一般質問

2020 年 12 月 9 日

日本共産党 宮川えみ子県議

日本共産党の宮川えみ子です。一般質問を行います。

一、新型コロナウイルス感染症対策について

新型コロナウイルス感染症対策についてです。

新型コロナの感染拡大が続いています。県内でも勢いが止まらず、県民は感染防止策を

とりつつも不安は拡大しています。特に重症患者の受け入れ病床は大丈夫か、公表のよう

に 42 床は使えるのか、重症化させない対策はどうなっているのかと思っています。

県民に必要な情報を提供し、また、医療機関にも情報を提供し不安解消と感染拡大の防

止に取り組むべきです。

県内の感染状況や重症者等の症例について、分析・公表することにより、治療や感染

防止にいかすべきと思いますが、県の考えを尋ねます。

感染拡大でも休むことができない職場での慰労金支給は重要です。保育所では、マスク

姿でどう接したらいいのか、幼い子どもたちを感染から守るために神経をすり減らしてい

ます。救急隊員の方々は感染からの恐怖の中で日夜奮闘しています。

国の第二次補正予算を活用して、放課後児童クラブや保育所の職員に慰労金を支給すべ

きと思いますが、県の考えを尋ねます。

国の第二次補正予算を活用して、調剤薬局の職員に慰労金を支給すべきと思いますが、

県の考えを尋ねます。

国の第二次補正予算を活用して、消防職員に慰労金を支給すべきと思いますが、県の考

えを尋ねます。

二、原発再稼働問題について

原発再稼働問題についてです。

菅首相は所信表明演説で、2050 年までに温室効果ガスの排出を実質ゼロにすると表明し

ましたが、新規石炭火発を温存し原発を推進する姿勢です。

国は、原発はベースロード電源として 20％以上にもっていく計画ですが、原発に依存す

る事で結局再エネを抑制する事になります。

日本中を震撼させた福島原発事故からまもなく 10 年になります。事故当時はあまりにも
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深刻な状況を受けて、当時は民主党政権でしたが、原発に依存しない社会を目指す革新的

エネルギー環境戦略が策定され、原発に依存しない社会の一日も早い実現を掲げました。

その後政権交代で、自民・公明の安倍政権の下で政府の姿勢は一変し、菅政権では更に原

発推進を加速化させています。

しかし、原発推進はあらゆる矛盾を激化させています。原発の廃炉収束作業は汚染水問

題も含めて困難を極め、「核のゴミ」最終処分場問題では、文献調査を受け入れた寿都（す

っつ）町の住民説明会で深刻な住民分断が起こっています。日本原燃の六ヶ所村の再処理

工場は審査書が正式決定されましたが、核燃サイクルの見通しは全くありません。

関西電力の大飯原発 3・4 号機が安全性に問題があるとして、12 月 4 日の大阪地裁は再

稼働した設置許可を取り消すべきとの判決を下しました。国の異常さが裁判で差し止めを

受ける結果になりました。

福島原発事故を受け安全対策費は跳ね上がり、輸出は全滅し、さらに安全性が拒否され

ている状況で企業にとって事業の将来性はありません。一方で、老朽化した高浜原発が 40

年を超えて初めて再稼働を認められたことは重大です。

野党協議で提出した原発ゼロ法案は、原発の円滑な廃止のため、電力事業者への支援、

廃炉技術者の育成及び廃炉ビジネスの海外展開、関連地域及び関連企業の雇用確保、関連

自治体の経済財政対策も入っている未来ある政策です。

国のエネルギー基本計画について、脱石炭・脱原発を前提とした見直しを求めるべきと

思いますが、県の考えを尋ねます。

宮城県知事は女川原発再稼働に同意しました。

女川原発は、あの大震災でかろうじて事故を免れましたが、福島原発と同型炉で、県境

からわずか 76kmのところです。宮城県知事は一応他県の知事の意見を聞くとしましたが、

内堀知事は「意見は提出しない」との立場でした。

過酷な原発事故を経験したことを踏まえ、女川原発の再稼働に反対の立場を示すべきと

思いますが、県の考えを尋ねます。

柏崎刈羽原発を始めとする全国の原発再稼働の中止を求めるべきと思いますが、県の考

えを尋ねます。

三、東日本大震災・原子力災害伝承館について

次に、東日本大震災・原子力災害伝承館についてです。

オープンからまだ 2 ヶ月半ですが、多くの方々から展示内容等で批判的な意見が相次い

でいます。

被害の実相に迫っていない、何か違うという声です。避難者の一人は「あんなもんじゃ

ない」と語気を強めます。新聞の投書で、「展示のどこにも東電の責任の話がない」、「複合
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災害等とオブラートに包んだ表現だった」、また、「自分が東電の批判を言ったら、胸のつ

かえが降りたと語り部の方は言っていた」と書かれていました。私も二度伝承館を訪れま

したが、同様の思いをしました。

原発事故のあの悲惨な体験をし、今も続いている事故の被害の中で、国と東電を批判し

ないと言う県の姿勢が、訪れる人の心に響かないものになっているのではないでしょうか。

伝承館の展示について、来館者の意見を踏まえ速やかに見直すべきと思いますが、県の

考えを尋ねます。

また、伝承館において、特定の団体や個人を批判しないとしている語り部活動マニュア

ルは直ちに見直すべきと思いますが、県の考えを尋ねます。

さらに、伝承館の入館料を引き下げるべきと思いますが、県の考えを尋ねます。

四、復興関連拠点施設について

次に、復興関連拠点施設についてです。

東日本大震災の犠牲者らの追悼を目的に整備する県復興祈念公園事業については、全体

面積が 48.4ha、総工事費 44 億円で、2018 年度から 2023 年度までの計画で進められてき

ましたが、事業費が当初計画の 2 倍近くの 85.8 億円に、工事期間は 2 年延長の 2025 年ま

でとし、公共事業評価委員会に諮ったとの事です。

増額内容はおよそ、橋の新設 12 億、敷地造成 10 億、地盤改良 6 億、用地補償 5 億、町

道の付け替え 4 億、測量設計が 5 億で 42 億円の増額です。

更に、国が直接整備する場所の事業費も約 30 億円から 49 億円に増額されて、国県合わ

せると総額約 135 億円の公園になります。あまりにも多額の事業費です。

福島県復興祈念公園における県の整備事業費の増額はすべきではないと思いますが、県

の考えを尋ねます。

また、福島県復興祈念公園における県管理区域の維持管理費の見込みについて尋ねます。

次に、郡山のふくしま医療機器開発支援センターについてですが、134 億円の国からの基

金を元に復興関連事業として進めてきました。112 億円が建設費で、残り 22 億円を基金か

ら取り崩して運営してきましたが、予定した収入に届かず赤字続きで公共・管理部門と収

益部門を切り離し公共・管理部門に県の一般財源を投入してきました。

公共・管理部門への一般会計の手当てを含め、今後 5 年間で 23 億 7 千万円の指定管理委

託料の債務負担行為の議案が今議会に提案されました。本来は公共管理部門の費用も含め

て国が費用を負担すべきと思います。

ふくしま医療機器開発支援センターの運営について、国の財政的な支援が継続されるよ
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う働き掛けるべきと思いますが、県の考えを尋ねます。

五、三大明神風力発電事業について

次に、三大明神風力発電事業についてです。

いわき市遠野町に計画されている三大明神風力発電計画は、1 基当たり 4,200kW・9 基の

計画で、高さ 140ｍ、羽根の直径は 117ｍにも及ぶ巨大なものです。建設予定地は国土交通

省の土石流危険渓流になっており、市の水道がなく沢水利用の地区です。

知事等の意見を踏まえた環境影響評価準備書に対し経済産業大臣は、環境への影響の回

避を求め、それができない時は設置の取りやめも含む厳しい勧告を出しております。

県は、環境影響評価準備書に対する経済産業大臣の勧告を受けて事業者が見直した事業

計画の内容を把握しているのか尋ねます。

また、知事の意見では、経過や結果をホームページで公表すること、十分な地盤調査を

追加し、軟弱な地盤、断層の分布範囲、土砂災害危険箇所を避けること等、また、汚水や

濁水の河川への直接流出を確実に防ぐことなどを求めています。

環境影響評価準備書に対する知事意見を受けて、事業者がどのように対応しているのか

尋ねます。

三大明神風力発電は事業者が最初の行政文書・配慮書を公告（H26 年 10 月 21 日）し知

事が意見（H26 年 12 月 19 日）を出してから 6 年が経ちます。住民説明会を聞く限り、事

業者は大臣の勧告を受けて風車の本数を減らしその分規模を大きくしただけで基本的には

何ら改善の方向を示していません。

住民の皆さんが深刻な環境への影響を懸念し、地域住民の 8 割もの反対署名をもって県

に 7 度にわたり要望し、経産省や環境省にそして森林管理署など国にも直接中止を求めて

きました。環境影響評価準備書が出されてからも 4 年がたちました。国のガイドラインは

企画立案の段階から住民の理解が必要としています。このような経過を見ても計画そのも

のが成り立たないものです。

三大明神風力発電事業の中止を求めるべきと思いますが、県の考えを尋ねます。

六、再生可能エネルギーについて

次に再生可能エネルギーについてです。

福島県も 2021 年度から 10 年間を期間とする次期「再生可能エネルギー推進ビジョン」

の改定作業を始めました。1 年かけてまとめるとの事ですが、これまでにたびたび指摘して

きたように、再エネ推進の数値を追いかけメガ発電に偏って環境への配慮を欠き、環境破

壊につながってきたこと。一方、地域住民が主体となって自然資源を環境共生的な方法に

より利用し、持続可能な地域づくりの推進が遅れてきたことを見直すべきと思います。
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再生可能エネルギー推進ビジョンの見直しに当たっては、環境を守り、住民参加の地域

主導に転換すべきと思いますが、知事の考えを尋ねます。

省エネ・再エネの推進には、県民の協力を大きく広げることが重要です。

民間住宅の省エネルギー改修を促進するための予算を増額すべきと思いますが、県の考

えを尋ねます。

住宅用の太陽光発電設備及び蓄電設備について、補助単価を増額して導入を推進すべき

と思いますが、県の考えを尋ねます。

七、水害対策について

次に、水害対策についてです。

東日本を中心に甚大な被害を出した台風 19 号と豪雨災害から 1 年が経過しました。夏

井川流域では全国で最も多い死者を出し、阿武隈川流域ではバックウォーター被害など

様々な問題が出されています。

国交省は今年 7 月 6 日に「気候変動を踏まえた水害対策の在り方、あらゆる関係者によ

り流域全体で行う持続可能な『流域治水』へ転換する」という方針を出しました。これま

での河川管理者の取り組みだけでなく、流域にかかわる関係者が主体的に取り組むという

事です。

「流域治水」の推進については、全庁を挙げた体制で取り組むべきと思いますが、県の

考えを尋ねます。

県は河川水系ごとの協議会を作っていくことになると思いますが、流域治水の推進にお

いて、被災した住民が参加する協議会にすべきと思いますが、県の考えを尋ねます。

把握できない在宅避難者を除いても、今なお県内で 3,331 人、1,513 世帯（12 月 8 日）

が避難生活を続けています。

被災者生活再建支援法に「中規模半壊」が設けられ一部改善の動きはあるものの、住宅

の再建は極めて切実な課題です。

昨年の台風被害を受けたいわき市平窪のある被災者は、家をとり壊した人もいるが、年

齢を考えて借金はできないと、迷っている人は多いといいます。他の被災地域も同様です。

被災者の実態を把握し生活再建のための支援が必要です。

令和元年東日本台風等に係る被災者の実態を把握し、生活再建支援を進めるべきと思い

ますが、県の考えを尋ねます。

被災者生活再建支援金の支給上限額を 500 万円以上に引き上げるよう国に求めるべき

と思いますが、県の考えを尋ねます。
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被災者の住宅再建のため、県独自に支援すべきと思いますが、県の考えを尋ねます。

また、生活再建促進のために、令和元年東日本台風等の被災者に提供した県営住宅の使

用許可期間を延長すべきと思いますが、県の考えを尋ねます。

八、避難所運営について

避難所運営については、コロナ禍の下分散避難が必要で、避難所数・スペースの確保が

求められています。避難所設置運営は原則各市町村の仕事ですが、県の支援とリーダーシ

ップが求められます。

避難所の新型コロナウイルス感染対策強化事業を継続するための財源を国に求めていく

べきと思いますが、県の考えを尋ねます。

九、中小企業等グループ補助事業について

次に、中小企業等グループ補助事業についてですが、原発の被害を受け続け、さらにコ

ロナと水害の被害を受け、事業者は深刻です。

水害の被害を受けた郡山中央工業団地の団地会では、271 事業者中、申請は 134 で交付

を受けたのはたった 32 事業者との事です。資料が膨大で手続が大変と申請をあきらめる事

業者もいたと聞いています。県内の被災事業者 2,600 件中 531 件の交付決定であり、11 月

末に締め切られましたが、今後も補助が必要であると思います。

令和元年東日本台風等に係る中小企業等グループ補助事業の申請受付を継続すべきと思

いますが、県の考えを尋ねます。

十、住宅支援について

次に、住宅支援についてです。

災害や経済的困窮、高齢化での年金暮らし、若者への結婚支援など、入居費が安い住宅

が求められています。住宅セーフティネット制度は、受け入れ自治体が制度を立ち上げれ

ば、国が家賃の 2 分の 1 を補助するとともに耐震化等を支援する制度です。現在 4 都県で

実施していると聞きます。

県は支援の条件とされる登録住宅を一挙に、日本で 5 番目の 8,470 戸まで進めてきまし

たが、これらを生かすためには制度の立ち上げが必要です。

住宅セーフティネット制度を活用した補助事業を県が実施すべきと思いますが、考えを

尋ねます。

住宅セーフティネット制度を活用した補助事業を実施する市町村を財政支援すべきと思

いますが、県の考えを尋ねます。
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県営住宅のバリアフリー化を推進するため、既存の住宅にエレベーターを設置すべきと

思いますが、県の考えを尋ねます。

全ての県営住宅に風呂設備を設置すべきと思いますが、県の考えを尋ねます。

十一、核兵器禁止条約について

核兵器禁止条約についてです。

今年の 2 月に広島の原爆資料館に行ってきました。海外の方々を含む多くの皆さんの感

想文からは、原爆の悲劇を繰り返さないという強い決意と思いが表明されていました。原

爆の悲劇と希望をうたった「長崎の鐘」を最後にエールが終了しました。

被爆者と平和を願う人々の長年の運動が世界を動かし、核兵器を違法化する核兵器禁止

条約が来年 1 月 22 日に始動します。日本政府は「アプローチが違う」などと言って、核

兵器禁止条約の署名を拒否し続け、「唯一の戦争被爆国」にあるまじき態度をとっています。

原発放射能の被害を受けたわが県として、速やかに核兵器禁止条約を批准するよう国に

求めるべきと思いますが県の考えを尋ねます。

以上で質問を終わります。

【答弁】

内堀雅雄知事

宮川議員の御質問にお答えいたします。

再生可能エネルギーにつきましては、原子力に依存しない、安全・安心で持続的に発展

可能な社会づくりに向け、地域主導、産業集積、復興けん引を推進ビジョンに基づく行動

計画の柱に据え、積極的に推進してきたところであります。

あわせて、地元の理解の下、環境影響評価の手続など、関係法令等に基づき、適正に事

業が進められるよう必要な助言、指導に努めてまいりました。再生可能エネルギー先駆け

の地の実現のためには、規模の大小に関わらず、幅広く導入を推進していく必要がありま

す。

このため、県民や県内企業の事業参入への支援、県や市町村等の出資により設立した株

式会社による発電事業や普及啓発事業の実施、事業者の売電収入を活用した地域貢献の仕

組みなど、地域主導による取組を引き続き促進しながら、これまでの実績や有識者の意見

等も踏まえ、推進ビジョンの見直しに向けた検討を進めてまいります。
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一、新型コロナウイルス感染症対策について

危機管理部長

新型コロナウイルス感染症に係る消防職員への慰労金につきましては、国の慰労金交付

事業の対象とされておりませんが、感染者等を救急搬送する場合は、防疫等作業手当の支

給対象になるとされております。新型コロナウイルス感染症への対応は全国共通の課題で

あることから、引き続き、慰労金に係る国の取扱いや他県の動向を注視してまいります。

保健福祉部長

新型コロナウイルス感染症に係る感染状況等の分析・公表につきましては、感染防止対

策上の必要性及び県民に与える影響等を総合的に勘案するとともに、関係者の個人情報の

保護に留意した上で、分かりやすく公表するように努めているところであります。引き続

き、感染症対策と県民の適切な感染予防の実施に向け取り組んでまいります。

次に、調剤薬局職員への慰労金につきましては、患者に直接処置や治療を行う医療機関

の医療従事者とは性質が異なることから給付対象外とされているところであり、引き続き、

国の動向を注視してまいります。

こども未来局長

新型コロナウイルス感染症に係る放課後児童クラブや保育所職員への慰労金につきまし

ては、社会機能の維持に寄与してきた役割に鑑み、他県と連携して国に対し全国一律に支

給するよう要望したところであり、引き続き、国の動向を注視してまいります。

二、原発再稼働問題について

企画調整部長

エネルギー基本計画につきましては、エネルギー政策基本法に基づき、エネルギーの供

給源の多様化や自給率向上、温暖化防止や地域環境の保全が図られるエネルギー需給を実

現するため、国が策定したものであり、現計画は、平成30年に改定されております。

同法では、少なくとも3年ごとの検討が法定されていることから、来年夏頃を目途に、国の

責任において検討されるものと認識しております。

次に、女川原発の再稼働につきましては、原子力政策は、福島第一原発事故の現状と教

訓を踏まえ、何よりも住民の安全・安心の確保を最優先に、国の責任において検討される

べきものと考えております。県といたしましては、引き続き、「原子力に依存しない社会

づくり」という本県復興の基本理念の下、再生可能エネルギーの導入拡大や水素エネルギ

ーに関する取組を積極的に進めてまいる考えであります。

次に、柏崎刈羽原発を始めとする全国の原発再稼働につきましては、原子力政策は、福

島第一原発事故の現状と教訓を踏まえ、何よりも住民の安全・安心の確保を最優先に、国

の責任において検討されるべきものと考えております。
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三、東目本大震災・原子力災害伝承館について

文化スポーツ局長

伝承館の展示につきましては、地震、津波、原発事故に関する実物資料を始め、県民の

皆さんが経験した避難生活や生活環境の激変を、当時の写真や記録映像、自らの声で語る

証言映像などを通し、分かりやすい展示を行っているところであり、展示や研修事業等の

充実により複合災害の記録と教訓を後世に伝える大切な役割を果たしてまいります。

次に、伝承館における語り部活動マニュアルにつきましては、一般的な範囲で整理した

ものであり、語り部の方々が、地震、津波、原発事故により経験した様々な出来事を伝え、

その時々の思いを率直に語る取組を進めているところであります。

次に、伝承館の入館料につきましては、他の類似施設の料金体系を参考に設定している

ところであります。

四、復興関連拠点施設について

商工労働部長

ふくしま医療機器開発支援センターの運営につきましては、国の支援を得ながら施設の

利用促進に努め、利用料金収入も年々増加してきており、引き続き、一般財団法人ふくし

ま医療機器産業推進機構の組織を挙げて経営改善に取り組むとともに、国による財政的な

支援も継続して要望してまいります。

土木部長

福島県復興祈念公園における県の整備事業費につきましては、本公園の基本理念の具現

化を図るため、本年7月に決定した施設配置計画に基づき見直したものであり、引き続き、

国や関係機関と連携しながら、整備を推進してまいります。

次に、福島県復興祈念公園における県管理区域の維持管理費につきましては、算定に必

要な芝生や植栽などの管理水準や管理体制の検討を進めてまいります。

五、三大明神風力発電事業について

企画調整部長

風力発電事業につきましては、森林法等の関係法令の遵守に加え、国のガイドラインに

基づき、事業計画作成の初期段階から地域住民と適切なコミュニケーションを図るととも

に、地元の理解を得ながら事業を実施することが求められています。引き続き、国や市町

村と連携しながら、事業者に対する助言、指導に努めてまいります。

生活環境部長

三大明神風力発電事業に係る事業計画につきましては、水環境や地盤への影響が懸念さ
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れることから、土地の改変面積の最小化を図ることなどの経済産業大臣の勧告を受け、事

業者においては、事業実施区域を縮小するとともに、風力発電機の配置を変更し、基数を

削減するなどの見直しを行ったとの報告を受けております。

次に、環境影響評価準備書に対する知事意見への事業者の対応につきましては、水環境

や地盤への影響を低減するための事業実施区域の縮小や風力発電機の配置の変更、基数の

削減のほか、工事中の騒音や振動、大気環境への影響を低減するための工事用資材輸送ル

ートの変更などを行い、これらの変更について、住民説明会で説明を行ったとの報告を受

けております。

六、再生可能エネルギーについて

企画調整部長

住宅用の太陽光発電設備及び蓄電設備の導入につきましては、各家庭における再生可能

エネルギーの有効活用、非常時の電源確保等の観点から重要と考えております。このため、

今年度も、予算規模や補助単価がいずれも全国トップクラスの水準にある導入補助を実施

しているところであり、引き続き、補助制度の効果的な周知を行いながら、積極的に普及

拡大に取り組んでまいります。

土木部長

民間住宅の省エネルギー改修につきましては、戸建住宅の断熱改修に対して必要な予算

を確保し、補助を行っているところであり、引き続き、関係団体と連携し、省エネルギー

改修を促進してまいります。

七、水害対策について

危機管理部長

令和元年東日本台風等に係る被災者の実態把握につきましては、市町村において、り災

証明書の交付や被災住宅への支援金の給付等を通して、状況を把握しているほか、県でも、

借上げ住宅入居者の生活再建の見通しを把握するとともに、支援制度の活用促進に取り組

んできたところであります。引き続き、市町村と連携しながら、被災者の生活再建支援を

進めてまいります。

次に、被災者生活再建支援金につきましては、これまで全国知事会等を通して、国に制

度の充実を求めてきたところであり、半壊世帯のうち比較的大きな被害を受けた世帯を中

規模半壊世帯として支給対象に追加する法案が、先月末に成立したところであります。県

といたしましては、引き続き、災害救助法に基づく応急修理も含め、住宅再建に係る支援

制度の充実と円滑な運用について、国に求めてまいります。

次に、住宅再建のための県独自の支援につきましては、昨年の東日本台風等において、

国の被災者生活再建支援制度の支給対象とならなかった被災世帯に対し、生活再建の一助
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となるよう、本県独自の特別給付金を支給したところであります。引き続き、全国知事会

等と連携し、国に対し、住宅再建に係る支援の充実を求めるとともに、市町村と共に災害

復興住宅融資等の支援制度の周知に取り組んでまいります。

土木部長

流域治水の推進体制につきましては、河川区域のみならず、広く流域全体で対策を実施

する必要があるため、河川管理者だけでなく、庁内の関係部局と連携しながら、ハード・

ソフトが一体となった治水対策に取り組んでまいります。

次に、流域治水を推進するための協議会につきましては、国、県、市町村などが協働し

て進めていくこととしており、その構成の在り方については、関係機関と共に検討してま

いります。

次に、令和元年東日本台風等の被災者に提供した県営住宅の使用許可期間につきまして

は、住宅再建に期間を要している方がいるため、当初の1年間から、最長2年間までの延長

を認めることとしております。

八、避難所運営について

危機管理部長

避難所の新型コロナウイルス感染対策強化事業につきましては、国の新型コロナウイル

ス感染症対応地方創生臨時交付金を財源としていることから、全国知事会等と連携し、国

に対し、災害時の避難所における感染症対策に安定的な財政措置を講じるよう要望してい

るところであります。

九、中小企業等グループ補助事業について

商工労働部長

令和元年東日本台風等に係る中小企業等グループ補助事業につきましては、被災直後の

昨年11月から受付を開始し、事業者に必要な情報を早くから繰り返し発信し、周知を図る

とともに、地域の商工団体とも連携して被災事業者の申請を支援してきており、先月末に

申請期限を迎えたところであります。

十、住宅支援について

土木部長

住宅セーフティネット制度を活用した補助事業につきましては、住宅の確保に配慮を要

する方々の居住の安定を図る上で有効であることから、市町村の意見を聴くとともに、国

や他県の動向を注視してまいります。

次に、住宅セーフティネット制度を活用した補助事業を実施する市町村への財政支援に

つきましては、市町村の意向を踏まえながら、国や他県の状況など、情報収集に努めてま
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いります。

次に、既存の県営住宅へのエレベーター設置につきましては、全ての入居者が移転し、

住宅全体を改造する大規模な事業となり、困難であるため、住戸内の段差解消や手すりの

設置などのバリアフリー化を計画的に進めてまいります。

次に、県営住宅の風呂の設備につきましては、未設置の住宅において、昭和56年度から

設置を行っており、引き続き、住戸内の改修工事に併せて設置を進めてまいります。

十一、核兵器禁止条約について

総務部長

核兵器禁止につきましては、核兵器のない社会と、恒久平和の実現が図られるよう、国

において核軍縮に向けた議論を、深めていくべきと考えております。

【再質問】

宮川県議

再質問いたします。保健福祉部長ですが、コロナ感染の分析公表についてですけど、死

亡者が昨日 1 日全国では過去最大の 47 人亡くなったんですね。志望者が増えてるというの

が最近の特徴なんですけど、やはり重傷者を防ぎですね、最悪の事態を回避するのに医療

体制はどうなっているのかなと、医療体制での問題はないのかなと、そういう風なことに

ついて分析して教訓を引き出して公表して生かす時だと思うんですね。答弁聞いてても全

然わからないような答弁なので、再度その点についてお聞きしたいと思います。

それから企画調整部長に再質問ですけど、三大明神風力発電事業の中止を求めることで

す。2019 年の 6 月 30 日に事業者の住民説明会の資料なんですけど、「土砂災害危険箇所、

土石流危険渓流、急傾斜地崩壊危険箇所、地すべり危険箇所は法律行為などで規制される

ものではありません」と、安全対策を示さないでわざわざこういう風に書いてあるんです

ね。皆さんは全然やる気がないんだなという風に思って非常にこの不安を感じたというこ

となんですね。

知事が最初の意見を出してから 6 年も経っています。その間に全国各地でこうした問題

が起きて、そして地域住民参加のガイドラインというのが決められてきているわけですね。

地元の自治体がどういう立場に立つかが問われていると思うんです。

県民の立場に立って三大明神風力発電事業は中止を求めるべきだと思いますけど、再度

質問いたします。

それから知事にですね、再生可能エネルギービジョンの見直しについてなんですが、や

はりメガ発電がどんどん作られて、いろいろこの県内でも環境破壊が心配だとそういう住
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民運動が起きているんですね。そして温暖化の問題で、特に山頂崩壊での土砂崩れという

のが非常に多くなっているんです。ですから、そのそういうものを見直していく、ルール

を作っていくと。メガ発電の規制環境規制と環境を守るルールを作ると、これが本当に見

直しの重要なポイントだと思うんです。

それから住民参加型の問題もいろいろ知事言われましたけど、県民参加のいろいろなこ

とを言っても、今の企画調整部長の具体的な話ではなかなか進まないようなイメージを持

ったので、私は住民参加の地域主導に転換ということを大事にした見直しをすべきだと思

いますけど、再度答弁をお願いいたします。

土木部長にですね、県復興祈念公園なんですけど、維持管理は具体的に言わないんです

ね。これだけの工事をやるのに維持管理費言わないでどうするんですか。135 億円ですよ、

国も入っていますけど。医療機器開発支援センターで毎年 5 億円近いお金を今度投入する

ことになったわけです。そういう二の舞をまたするんですか、ということなんです。いま

本当にこんな税金の使い方でいいんですか、これが問われていると思います。この増額は

すべきでない、維持管理費について今わかっている範囲でいいので、答弁をお願いいたし

ます。

【再答弁】

内堀雅雄知事

宮川議員の再質問にお答えいたします。

再生可能エネルギー事業につきましては、規模の大小にかかわらず、地元の理解のもと

環境への影響等に十分配慮しながら実施されることが重要と考えております。引き続き、

関係法令の遵守に加え、国のガイドラインに基づき、地元の住民等への説明を丁寧に行い、

事業が適正になされるよう事業者への助言指導に努めてまいります。また地域主導による

各種取り組みを引き続き促進しながら、これまでの実績、有識者の意見等を踏まえ、推進

ビジョンの見直しに向けた検討を進めてまいります。

企画調整部長

三大明神風力発電事業につきましては、地元の意見等を踏まえ、当初の計画から風車の

基数や風車から住居等までの距離を見直すなど、環境への影響の低減に努め、地元の区長

会から一定の評価が得られていると事業者等から聞いておりますし、また事業実施に向け

地元の 9 つの行政区長から同意書を取得し、国に提出していると事業者等から聞いており

ます。県と致しましては、引き続き、関係法令や国のガイドラインに基づき、風力発電事

業が適正に行われるよう、国や市町村と連携しながら事業者に対する必要な助言、指導に

努めてまいります。
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保健福祉部長

重症者の事例の分析の公表につきましては、本県においては症例数がまだ限られている

ことから、慎重に検討する必要があると考えております。なお重傷者の傾向については国

の分析結果等により全国的な傾向が示されており、本県においても参考となるものである

ことから、広く共有を図っているところであります。

土木部長

復興記念公園の整備事業につきましては、公園の整備計画に係る有識者委員会の意見を

反映し、施設の配置計画を決定したものであります。大震災を踏まえた復興において利活

用等の理念がしっかりと形になるように進めてまいります。

次に、維持管理費でございますが、福島県復興祈念公園の維持管理費につきましては、

これまで県で整備しておりました広域公園と目的、利用のあり方が異なることから、今後、

管理体制や芝生などの管理水準などについて検討して参ります。

【再々質問】

宮川県議

再々質問を行います。まず土木部長に記念公園の工事費ですが、これだけの工事費用を

提案するわけですよね。維持管理費示さないで一体どうするんですか。わかっている分だ

けでも言ってください。幅があってもいいですので、（医療機器開発支援センターと）同じ

ようなこういう形でどんどん作って、県の財政どうするんですか。こういうことずっと問

題になってきてまた同じようなことを繰り返すんですか。到底納得いきません。とにかく

維持管理費を示してください。そしてこれは中止すべきです。

それから企画調整部長ですが、区長会の話されました。私は地元の話を聞きまして、区

長会が賛成したところで（住民から）到底納得いかないと、その区の人がもう 1 回署名集

め直したんです。やっぱり（反対が）8 割です。それから経済産業省に行きました、経産大

臣に会いに。地元の代表というのは区長ですか（という質問に）、「いやそうではありませ

ん。区長ももちろん入りますけど、地元の住民の一人一人です」と。そういうふうに、ち

ゃんと国の経済産業大臣が言って、交渉してきたんです。そういうことをちゃんと掴んで

いるんですか。6 年間もとにかく中止してくれと。そしてあれほど厳しい知事の意見書、そ

して経産大臣の勧告が出ているのに、説明会の中では説明しないでいるわけですよね。県

は住民の声をもっと聞くべきです。そして中止を求める、このことについて、再度質問致

します。

それから文化スポーツ局長に伝承館ですけど、答弁になってない答弁ですね。新しくで

きた県の施設でこれほど批判の多いものありません。これは県の姿勢が問われています。
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もう一度、展示の見直し、そして語り部の問題、そして値段ですね、入館料高いです。

原爆の広島の資料館 200 円ですから、これは見直して頂きたいと思います。再度ご質問い

たします。

それから全国の原発再稼働中止について企画調整部長にです。

申し上げましたように、地球温暖化を理由に原発推進を加速させているんです。採算は

合わない、核燃サイクルも破綻して、これからどれだけ原発にお金をかけようとしている

んですか。超大型地震の危機も指摘されている中で、またもや安全神話に陥るんですか。

これが問われていると思います。福島原発事故からまもなく 10 年になります。発表だけで

も未だに（避難者）3 万 7 千人。事故が起きた当時の人口から見ると亡くなった方もいらっ

しゃいますけど、およそ 8 万人の方が戻らないのが今の原発事故の状況なんです。この福

島県、被災県から原発ゼロ発信するのは当然ではないですか。女川原発をはじめ、柏崎刈

羽原発をはじめ全国の原発再稼働の中止を求めるべきですが、再度質問いたします

【再々答弁】

企画調整部長

まず三大明神風力発電事業についてでありますが、先ほども申し上げました通り、事業

実施に向け地元の 9 つの行政区長から同意書を取得したと申し上げました。地域にはさま

ざまな主体がいらっしゃることは承知しておりますが、行政区長が一定のその結論を出し

て同意書を出しているとことは重く受け止めるべきことではないかと思っておりますし、

経済産業省からの勧告受けて一定の改善がなされて、それに対する事業者の行政区長から

の一定の評価ということも重く見るべきことだと思っております。県としては引き続き、

関係法令や国のガイドライン等に基づき、風力発電中は適切に行えるよう国や市町村と連

携しながら事業者に対する必要な助言指導に努めて参ります。

続きまして、全国の原発再稼働の中止につきましては、本県と致しましては福島第 1 原

発事故の影響による深刻かつ甚大な被害の現実を踏まえ、何よりも住民の安全・安心の確

保を最優先に、国及び事業者の責任おいて検討されるべきものと考えております。

土木部長

福島県復興祈念公園つきましては、利用目的が一般的な公園とは異なるものであります。

管理費につきましては、管理費の水準や管理体制によって大きく異なることから、今後管

理水準、管理体制について検討を進めて参ります。

文化スポーツ局長

伝承館における展示につきましては、震災前の暮らしから地震、津波、原発事故の発生、

さらには過酷な避難生活の状況などを様々な資料により、時系列に沿ってわかりやすい展
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示を行っており、今後とも展示見学をはじめ、現地の被災状況を学ぶ研修等の充実に努め

てまいります。

次に、語り部の活動につきましては、伝承館におきまして地震、津波そして原発事故に

より経験した様々な出来事、その時々の思いを率直に語っていただく取り組みを引き続き

進めてまいります。

次に、伝承館の入館料につきましては、他の類似施設の状況を比較・考慮し、料金設定

したものであり、今後とも展示や研修事業等の充実を図ってまいります。

以上




